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Abstract A huge amouot of carboo dioxide has beeo discharged iロtothe atmosheric 
environment fr日目 。urdaily life and various industrial facilities. ln 1994. about 
1.26 bi11ion toos of carbon dioxide were e田ittedioto air in Japan. Consequentl~ 
the concentration of carbon dioxide io air has increased to about 380--400 pp皿.
Various globa1 disasters due to the greenhouse effect of carbon dioxide have been 
feared. ln' this research. a re旧日vingprocess of carboo dioxide fro田 exhaust of fue1 
combustion was investigated kinematica11y usi 口gaqueous so1ution of 2-amino-2-methy1-
1 -propan口lCAMP). The kinetic parameters such as the reaction rate constant and the 
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表-1 日本の一次エネルギーの供給構造
年度 1993 1994 1995 [年度]
総供給量(原油換算〕 5.48 5.77 5.88 [盤k1J
石油 56.6% 57.4買 55.8% 
石炭 16. 1% 16.4% 16.5出
天然ガス 10.7% 10.8% 10.8% 
原子力 11. 1% 11. 3% 12.0% 
水力 4.3目 2.9% 3.5% 
地熱 O. 1目 O. 1% 0.2百
新エネルギー等 1. 2% 1. 1% !.l出
える。産業革命以前の大気中の二酸化炭素の濃度は
2 8 0 p p mであったからけ、過去 100年聞に平




この様な事態に対処するために、 19 9 7年に「気
候変動枠組み条約第3回締約国会議 (COP-3)J 
が京都で開催きれ、日本を含めた先進国に対して、
2 0 1 0年までに 1990年の排出量レベルの 6%
を削減する京都議定書が採択され、日本は 19 9 8 





1 0 0万 kwの火力発電所において、燃料として、
LNGまたは石炭を用いた場合、それぞれ 1時間あ
たりの二酸化炭素の発生量は 43 0および 90 4ト





































CO2十RNH2十 H20三::-HC03-+ RNH3+ (1) 
であり、この反応は次の 2つの双性イオン機構によ
り与えられる。
" CO2 + RNH2 -=RNH2 +000-
ki (2) 
k， 




RNH2+OOO-+ RNHzー→RNH3+ + RNHCOO-
ν(4) 















r =km札G;;'GE (7) 
により与えられ、また、反応吸収プロセスが次式の
条件
3 < -1M 4:.ら (8)
を満たす迅速反応領域にあるとすれば、反応吸収速
度は式(9)により与えられる"。
2 -Amino -2 -Methyl-1 -Propanol 溶液による二酸化炭素り吸収分離 81 




























び窒素(ガス希釈用)の純度は 99. 9 %以上であ
った。窒素で希釈された供給ガス中の二酸化炭素の


















図-1はAMP濃度をノ守ラメータとして、 300 c 
における二酸化炭素の反応吸収速度(気液界面の単



















































0.1 4 0.4 




直線の勾配は lであり、従って、 n= 1となる。同
時にプロットされている DEAの関係では、直線の
勾配は 1. 3 4となり、 DEAの濃度にたいして 1.
3 4次の反応により与えられる。これは以前に測定









合、 2次反応の速度定数は、 20 u C において、 1
90m'/kmoj.sとなり、 300 cおよび 40 
ocにおいて、それぞれ、 369および 740m'/







も併せ示した。 A1 p e r 9) および Yi h & 









40 r 回 40・CChakraborty et a1.， 
図 40・CY1h and 5hen 
o A1per. 























Sharma")、Ch a k r a b 0 r t yら削ら
の結果とは著しい差異を生じた。直線の勾配から反
応の活性化エネルギーは 51.5kJ/molとな






容易な 2-a m i n 0 -2 -m e t h y 1 -1 -p r 0 -
p a n口 1(AMP)水溶液を用いた。二酸化炭素
-AMP系の反応を伴う物質移動の速度解析を行っ
た。この反応系の反応機構を検討し、二酸化炭素お
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